
２０２１年度地方財政の充実・強化を求める意見書 

 

いま地方自治体には、医療・介護などの社会保障への対応、子育て支援策の充実、地域

交通の維持・確保など、より多様化・複雑化した行政需要への対応が求められています。

しかし、現実に公的サービスを担う人材不足は深刻化しており、疲弊する職場実態にある

中、多発している大規模災害やそのための防災・減災対策の実施、また新型コロナウイル

ス感染症対策など、緊急な対応を要する課題にも直面しています。 

新型コロナウイルス感染症に対しては、国の緊急事態宣言が出されるなど全国的に猛威

を振るっており、いまだ収束の目処は見通せない状況になっています。このため、各自治

体では住民の命と生活を守るために感染拡大防止対策や地域経済対策、雇用対策などさま

ざまな対策が取られています。 

しかしながら、４月３０日に成立した２０２０年度一般会計補正予算において、「新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」や「新型コロナウイルス感染症緊急包括支

援交付金」は成立しましたが、全国各自治体が必要とする財政需要に到底対応できるよう

な規模には至っていません。長期化が予想される新型コロナウイルス対策には、国の責任

においてのさらなる追加予算措置を含めた対応が必要不可欠です。 

 一方で地方の財源対応の基本的な方向性については、政府はいわゆる「骨太方針２０１

８」で、２０２１年度の地方財政計画まで、２０１８年度の地方財政計画の水準を下回ら

ないよう、実質的に同水準を確保するとしています。実際に２０２０年度地方財政計画の

一般財源総額は６３兆４３１８億円、前年比＋１．０％と、過去最高の水準となりました。 

しかし、人口減少・超高齢化にともなう社会保障費関連をはじめ、新型コロナウイルス

感染にかかる継続的な対策を必要とする地方の財政需要に対応するためには、さらなる地

方財政の充実・強化が求められています。 

 このため、２０２０年度補正予算および２０２１年度の政府予算と地方財政の検討にあ

たっては、歳入・歳出を的確に見積もり、地方財政の確立をめざすよう、政府に以下の事

項の実現を求めます。 

 

記 

 

１．新型コロナウイルスに係る交付金を増額すること。交付額の算定にあたっては、財政

力の弱い自治体においても必要かつ十分な対策を実行できるよう確実な財政措置を行

い、柔軟に活用できる自由度の高い制度とすること。 

２．社会保障、防災、環境対策、地域交通対策、人口減少対策、新型コロナウイルスをは

じめとする感染症対策など、増大する地方自治体の財政需要を的確に把握し、これら

に柔軟に対応し得る地方一般財源増額の確保をはかること。 

３．子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援など、急増する



社会保障ニーズへの対応と人材を確保するための社会保障関連予算の確保および地方

財政措置を的確に行うこと。 

４．地方交付税における「業務改革の取組等の成果を反映した算定（トップランナー方式）」

は、地域の実情を無視し、本来交付税に求められる財源保障機能を損なう算定方式で

あることから、その廃止にむけ検討すること。 

５．地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、小規模自治体に配慮した

段階補正の強化など対策を講じること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。 

 

令和２年９月１０日 

北海道豊富町議会    

議長  千 葉  久 

 

 

 

 


